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 （開会） 

 

【奥村座長】 

 本日は、大変お忙しい中ご参集頂きまして有難うございます。ものづくり技術ＰＴ第５回会

合を開催させて頂きます。 

 本日、議題は１つでございます。これは事務局からご説明を申し上げます。私からは、総合

科学技術会議の最近の状況をご説明したいと思います。 

 先日、本会議がございまして、ここで新たなフレームワーク、後ほどご説明があると思いま

すけれども、革新的技術戦略と環境エネルギー技術革新計画というのが新たに出ております。 

 それから、既存のプロジェクト、プログラムに関して、本年度は第３期の３年目に当たりま

すので、中間のフォローアップを行う予定になっております。 

 その前に、この平成19年度の活動のフォローアップをするということにもなっております。

そういった全体の流れの中で、このものづくりＰＴの議論、これからの方向性の検討をお願い

しているわけでございます。 

 この３期のこれまでのプロジェクトチームのキーワードの一つが可視化ということで進めて

きたわけです。前回もご説明いたしましたように、いわゆる政策的な視点を入れて、この可視

化というコンセプトを展開できないかということで、これを入れることによって３期の後半に

向けて必要な変更があれば変更するし、あるいは強化するところ、軽重をよりつけられるので

はないか、そういう期待も持っているわけでございます。 

 ということで、あいさつというより最近の状況を極めて手短かでございますが、ご紹介させ

て頂きました。 

 それでは、最初に事務局から資料の確認をさせていただきます。 

 

【成瀬参事官】 

 資料の確認をさせていただきます。不足等ございましたら挙手でお知らせいただければと思

います。 

 資料は、配付資料と机上資料の２種類がございます。 

（資料確認） 

  続きまして、本会合にご出席いただきました皆様のお名前を紹介させていただきます。 

淺田委員、本日は約30分遅れでご到着の予定です。 
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新井委員。 

上野委員。 

江刺委員。 

大下委員。 

尾形委員。 

國井委員、本日は約10分遅れでご到着の予定です。 

小林委員。 

田中委員。 

前田委員。 

牧野内委員。 

松木委員。 

森委員。 

 以上でございます。 

また、本日は、文部科学省、経済産業省からも参加頂いております。 

 また、総合科学技術会議からは大江田大臣官房審議官、荒木基本政策推進担当企画官が参加

させて頂いております。 

 この会合におきましては、配付資料は公開させていただきます。また、議事録についても皆

様にご確認いただいた後、公開させて頂きますのでご了承ください。 

 事務局からは以上でございます。 

 

【奥村座長】 

 それでは、恒例によりまして座長補佐をお願いしております前田先生にこれ以降の進行をお

願いしたいと思います。前田先生、よろしくお願いいたします。 

 

【前田座長補佐】 

 ご紹介いただきました前田でございます。早速でございますが、議事に入りたいと思います。 

 議事１、「日本のものづくり技術の「強み」「弱み」について、状況の変化に対する政策の

視点の可視化」ということであります。 

 先ほど、奥村議員がおっしゃられたように、第３期の３年目ということで、今後、具体的な

議論に詰めていかなければいけないということであります。 
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 さて、あらかじめ皆様方から頂いた資料を、机上資料の１にまとめてございます。今回も３

分ぐらいでお願いしたいと思っております。よろしく、ご協力ください。 

 後で、フリーディスカッションをたっぷりとっていますので、言い足りないところはそこで

足して頂ければと思います。 

 淺田委員がまだお着きでないので、今日はあいうえお順で新井先生からお願いしたいと思い

ます。 

 

【新井委員】 

 可視化手法をということで、私は、技術ロードマップについてご報告します。 

 技術の政策的な準備には、どんな方法がいいかという議論がこの十数年なされてきました。

その１つの典型的な手法として技術ロードマップをつくり、波及効果を考えて、政策を選択す

る、こういうやり方があります。特に経産省の開発局で進めていることは、皆さん、ご存じの

とおりだと思います。 

 ただ、ものづくりに関しましては、その分野が極めて幅広いということから、なかなか技術

ロードマップの作成がスタートしませんでした。やっと一昨年から始まりまして、昨年度、製

造科学技術センターが、280ページに及ぶ報告書というのを取りまとめました。 

 その特徴は、６ページにありますように、生産システム、加工技術、設計技術、市場・統計

整備、なるワーキンググループに分かれてまとめたことと、非常にたくさんの技術項目が重要

となったなかで４つの項目にまとめて、それらの効果を示したというところにございます。ま

た、今後、15年から25年間の技術ロードマップをしっかり作成しております。総合科学技術会

議ものづくりプロジェクトチームでの重要な研究開発課題が９つ上がっています。技術ロード

マップに挙げた技術項目とその９つに対する関係、波及効果といったものを評価しています。

そして、生産にかかわる研究開発項目は、どうしても基礎的な部分が放置されますが、それで

は技術レベルは保持できないと、基礎的開発項目に対して新しい課題として適切な名前を振っ

たということも強調しておきたく思います。 

 全体として見ますと、情報と、加工技術、設計技術との融合が大変重要視されていて、それ

は我々ものづくりＰＴが昨年、一昨年と求めてきました加工技術、製造技術と情報技術の融合

というところに適合していると思います。 

 なお、４番目の開発項目に、「人間とロボットの協調生産システム」がございまして、これ

は今回の情報分野でのテーマであるサービスロボットとも共通するものであります。また、情
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報的な価値の流れ管理、あるいはサービスの供給といったようなことがうたわれております。 

 細かいところをやりますと30分になってしまいますので、ここで止めさせていただきます。 

 

【前田座長補佐】 

 ありがとうございました。では、続いて、上野委員。 

 

【上野委員】 

 私は、東成エレクトロビームの上野でございますが、10ページから14ページまでの所につい

て申し上げます。 

 私の提言は、日本の強みというのは、科学技術創造立国というところを重要なテーマにすべ

きではないかで、それを担うのが人材だということで、特に強調してございます。 

 その中で、ポスドクの方々、これは非常に重要ではないかと思っております。11ページのと

ころにございますけれども、理工離れとかいろいろなことを言われていまして、どうも日本で

研究者とか、科学者の処遇というのがかなり悪いということが国として重要な問題ではないの

かということを提言しております。 

 韓国の例を挙げておりまして、韓国では、特にこういうことをしっかりと別立てでやってい

るということも参考になるのではないかということが第１点でございます。 

 それから、もう一つ、２番目の12ページのところに書いてございますが、「戦略的思考を持

つ人材の育成」というところです。このところでは、新しい事業や科学技術に携わる人材につ

いても、戦略的なプロジェクトをマネージメントしていくような人材がどうしても足りないと

いうところが大きな問題ではないかなと思っています。 

 そういう面でいくと、経済産業省では、最近、このものづくり分野プロジェクトで重点項目

の中の１つに入っている中小ものづくり高度化法ですけれども、こういういい政策はできてい

るのですが、それを中小企業でプロジェクトをマネージメントしていくような、要するに管理

法人の役目を果たしながら大学の先生方や、あるいは元国研の先生方と一緒になって、大企業

も巻き込んで新しい事業を興していくところが弱いというようなところがありまして、中小企

業にポスドクとか、プロジェクトをマネージメントする人材を貼りつけていったら、物すごく

大きな効果が出るのではないでしょうか。そのニーズがこちらのほうにシフトしているのでは

ないですかということの提言でございます。 

 この辺のところをしっかりとやっていかないと、処遇をよくするということと、それから、
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ポスドクの方々、今、たくさんいるし、予備軍もたくさんいるわけですので、こういう人たち

を中小企業のプロジェクトをマネージメントするところに張りついて活躍できるようなことを、

是非進めていったらいいのではないかなと思っております。 

 以上でございます。 

 

【江刺委員】  

 私は半導体の技術を応用して部品をつくるような研究をやっています。 

 私が言いたいことは、基盤技術の研究開発が手薄ということと関係すること。それから、い

ろいろな融合するということをもう少しやったほうがいいのではないかという点です。 

 もう少し背景を話させていただきますと、私の専門は半導体に近いので、半導体のほうとい

うのは、ご存じだと思いますが、以前、95年ぐらいまでは毎年17％ぐらいで伸びていたんです。

それが今6.2％で伸びており、鈍化してきているということがあります。 

 それから、例えば、ゲーム機でもプレイステーション３よりも任天堂のＷiiが売れるという

ようなことのように、最先端で勝負するという時代から、多様で勝負するという時代に変わり

つつあるわけです。 

 それで、例えば、半導体も工場も投資対リターンの比率がずっと下がってきていまして、そ

のままいってはいいことないという状況の中ですが、相変わらずそのまま生き延びようとして

いるという状況です。私の思う問題点はそこにあります。 

 それで、例えばＷiiというゲーム機のチップというのは、STマイクロというヨーロッパの会

社とアナログ・デバイセズというアメリカの会社のチップが使われているわけです。ヨーロッ

パなんかだと早くからそういう点、特に国の研究所などが中心になってサポートしてやってき

ております。 

 例えば、日本の場合、大学はどうも知識が生きる形になっていないと思います。私、最近、

学生に知識はただ単なる知識じゃなくて生かすような方向でと言っているんですけれどもね。

それで、大学の仕事は論文に終わっていて、企業は大学の成果をなかなか生かせないので、割

と近場の製品を作っているというようなところがある。大学からどんどん役に立つネタが出て

くれば、もっと新製品が出せるのにということが問題だと思っています。 

 あと、分野間の分離ですね。それぞれの分野では頑張っているんですが、結びついていない

と思います。いただいた参考資料では、この異分野融合というのが、すり合わせ・作り込みに

関連した政策の視点になっていますが、融合というのを、もう少し両方のことを知った視野の
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広い人材という意味で人材育成だとか、また製品企画とか、そういう部分で入れてほしいなと

思って書かせて頂きました。 

 以上です。 

 

【大下委員】 

私の資料は16ページです。要するに、ものづくり技術の強みというのは、日本はものづくり

人材がいるということと、培ってきたものづくりが他国よりは優れているということ。あとは、

今まで言われたように産業間の縦の連携がきちっとできているということだと思っています。 

 １点目は、文科省の方がいらっしゃいますが、ものづくり人材、スタッフ系というところで

すが、ものづくりとリンクした講座をきちっと構えて人を育てるようにして頂きたい、と言う

ことです。そこには絶対に国の支援というのがないと育てる側も結構しんどいのではないかと

思います。現状の大学では、何のものづくりを目的としているのか、よくわからない講座がふ

えているなというのが実態でございます。一方、新興国では、どんどんそっちに力が入ってい

るということが非常に不安だと思います 

 操業・整備系というのは現場のほうですが、ここも高校までの教育の強化が必要で、基礎教

育にあわせて、ものづくりというのに関心が強まるような設備技術とか、メンテナンス技術と

か、そういう導入教育をきちっと行って、ここら辺も国の指導性とか、支援が必要じゃないか

と思いました。 

 ２点目は、ものづくり技術の先進性確保に向けてということで、現状のものづくりというの

は工学をベースに蓄積された経験とか、強い現場力とか、工学的技術の高度化ということで先

進性が確保できていると思っております。私は鉄鋼業ですが、いろいろと携わっていると、科

学的、サイエンスが入ってこないとわからないなというところがいっぱい出てきて、本当に原

理原則に基づいて物をつくっているのかなというのは、多々疑問が出てきています。やはりサ

イエンス、科学的視点に立脚した基礎研究というのが物すごく重要でかつやはり実験しようと

すると工学的なアプローチがどうしても必要なんです。工学的なアプローチとサイエンスを研

究されている人との融合というか、工学の中にどれだけサイエンスを取り込めるかというとこ

ろが、これからの技術の先進性を保つ上では重要ではないかなと思います。 

 ３点目は、ものづくりの生産拠点というのはワールドワイドにいろいろな産業で進んでおり

ます。語学教育というのは重要ですけれども、ものづくり人材に必要なプラクティカルな語学

教育というのは良いのではないかなと思います。 
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 ４点目は、最大の弱みが、ものづくりというのは、要するに素材がないとものづくりになら

ないんです。それを部品に加工する。あるいは、でき上がった部品を製品にすると、こういう

ことでやっていますが、素材というところでは、原料は日本には全くない。鉄鋼業でいうと、

日本にあるのは石灰石だけで、あとは何もない。 

 加工というか、部品をつくったり、自動車や船とかができ上がるときに、人件費とか設備費

を除いたいわゆる変動的費用というのは、全ては石油と石炭と天然ガスのエネルギー費用で、

これも日本に全くない状態です。そういう事を考えていくと、劣質原料で、どこにでもあるよ

うな原料から、それを有効利用して素材をつくれる技術とか、希少金属を含めて資源を徹底的

にリサイクルする技術と世の中の仕組みとか、省エネとか、創エネとか、これは従来見落とし

ていたものも、これだけ資源コストが上がると、研究開発も投資対効果で見直さなければいけ

ないんじゃないかなと思います。 

 以上です。 

 

【尾形委員】  

 今回頂いたご質問に対して、説明させていただきます。 

 ２番目のご質問で、顕著な変化と政策の視点についてという問いがございましたので、そち

らのほうについて書かせていただいております。 

 ものづくり分野と他の産業との連携ということで、これまでこのものづくりのプロジェクト

チームでは、主としてものづくり分野に閉じた議論をされてきていたと思います。これまでの

強い我が国が誇る産業をいかに維持し、競争力を保っていくかといったような議論が中心で、

その背景としては、韓国、台湾、中国等の東南アジアからの追い上げを意識した議論、それと

もう一つは、毎回のように議論されていたと思うんですが、教育とか伝承を含めた人材に関す

る議論が中心だったと思います。 

 ところが、これまでご議論されておりますけれども、環境問題に対する世界の認識の高まり

とか、従来にない要因による資源・食料の高騰など、ものづくり分野を取り巻く環境が非常に

大きく変わってきています。日本が世界に誇る非常に強い技術力を持っている間に、日本の他

の産業、例えば、農林水産業とかサービス業、そういったところに何かこういったものを生か

して、底上げできるようなことを真剣に考えていかないと、このものづくり分野だけに日本の

将来を託していくというのは非常に問題が多いんじゃないか、と思います。そういった視点で

議論をしていくと、新しい視点とか、あるいは逆にものづくり分野に対する違った視点での要
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望とか、期待が出てくるんじゃないかと思い、こういうことを書かせていただきました。 

 １点だけ例を挙げさせて頂きますと、最近、少し調べたことがあるんですが、日本のハウス

栽培、休耕田でほったらかしになっている田んぼが、物すごくたくさんあるんです。日本はハ

ウス栽培で非常に高品質の輸出競争力のあるような野菜とか非常にいい農業をやっているとい

うことになっているんですが、実は、平成15年ぐらいまではハウス栽培の面積が急激にふえた

んですけれども、現在、急激にハウス栽培の面積も減っております。これは、多分、農業人口

は、こういうことをやる方がいなくなっているということとともに、もう一つは、石油等の資

材の値上がりのためにペイしなくなっているという２つの側面があるんだと思うんです。こう

いったハウス栽培というのは、一種の見方によれば工業化できる、産業化できるような要素も

あるわけで、こういったところを真剣にものづくり分野から、完全な答えは出せないかもわか

らないんですが、取り組んでいく価値はあるんじゃないか。そういったことを背景にこういう

ことを述べさせていただきました。 

 以上です。 

 

【國井委員】  

特に意見が変わっているわけではないので、資料に書いていませんが、以前からのポイント

は、これからのものづくりにおいてソフトウエアの位置づけというのがどんどん高まっている

ということです。特に、組み込みソフトですね。モノ作りにおけるソフトウェアの比重が、例

えば、オフィス機器の開発をとってみても、技術者の半分以上がソフトウエアです。この状況

を見ましても、ＩＴ分野の人材育成が重要です。それから、オフショア開発が非常に重要にな

っておりますので、多様な人材の活用の仕方、特に多様な人材を活用できるようなリーダーシ

ップをとれる人材を育成することが、組み込みソフト分野で重要です。もちろんすでに一部取

り組まれていますけれども、海外の取り組みに比べて非常に遅れていると思います。 

 一つの修士コースが組み込みソフトウェア分野だけで特化しているとか、また色々な人材を

活用するためのコミニュケーションの能力等々を強化しているということが各国で出てきてお

りますが、それに比べて日本はまだここのところは遅れており、非常に危機感を持っています。  

以上です。 

 

【小林委員】  

 前回の先生方の発言に対して、特に新しいことが加わっているわけではないのですが、私と
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しては、ポスドクの問題に非常に興味があります。ただいま書かせていただいたのは、大学や

公共機関の研究でポスドクというのは非常に戦力になると思うのですが、現在の状況を見ると、

ポスドクにはなりたくないので、このままだとだんだんポスドクは減っていくんだろうなと思

っています。そうすると、ポスドクを戦力としているところでは厳しい状況に今後なっていく

のではないかと考えています。 

 博士の就職は、この分野では比較的恵まれていると思うのですが、本当に博士が評価されて

就職しているような感じがしないので、このものづくり分野は最も研究と産業との結びつきが

強いところなので、この点をもっと強化して頂きたいと思います。 

 以上です。 

 

【田中委員】 

 ちょっと毛色の変わったことを書いてきました。 

 というのは、先月、インドと中国へ行ってきまして、バンガロールとデリー界隈と、それか

ら深圳に行ってきたんですが、カルチャーショックを受けました。ものすごい勢いで進んでい

ますね、物事が。つらつら思ってみると、どうも我々のスピードが余りにも遅過ぎるんじゃな

いかという気がしました。 

 19ページの真ん中辺に書いてありますけれども、1990年の市場というのが、日本が１億で、

欧米が約６億で、全部で７億人ぐらいの市場で戦いをやっており、日本の１億が欧米の６億に

どうやって攻めていくかというふうなブランドウエアがあると思うんですが、今日現在見てみ

ると、そこに新たに30億の全く白紙の市場が加わりまして、その上、欧米の７億の人間がそこ

に入っていって陣取り合戦をやっていますね。それは市場の陣取りと、それから、人材の陣取

りと、それから、資源の陣取りをやっているわけです。 

 そうすると、今までの議論でいくと、我々はどう育てていくかということばかりやっていま

したが、早く陣取りしないとこれは大変なことになるんですよ。だから、視点を変えないとい

けないんじゃないか。そういう意味で、もう一遍ゼロから見直しをして大体ものづくりの「も

の」とは何ぞやと。そうすると、何か工業製品ばかり言っているけれども、食べ物はいいんで

すかとか、石油、石炭から始まって水、その他素材となるものは何ですか。それから、もっと

ソフトに触れて、漫画だとかコンテンツ類、それから、いわゆるソフト類というものを広く広

げて、それぞれのところに戦略を立てて、それは自分のところで育てるのか、早く取り込むの

か、その辺のことをやらないといけないんじゃないかということを思いました。 
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 そういうことが基本になりまして、特に国としてどう取り組むか、今までの議論の中で抜け

ていたと思うのは、お金をどこに配るかということになっていますが、それよりも前に法体制

をどうするのかとか、物の見方、考え方をどうするのかということをしっかりやっていかない

といけないのではないかなという事です。 

 とにかく、今、日本の特に中小企業は、大変な材料高と運賃高と原材料が全て高く、人件費

も高い中で欧米と互角に戦うという物すごいハンディを背負ってやっているわけです。この辺

を何とかまともに戦えるようなベースにしないと、これは負けてしまいますよね。小手先では

もうだめでしょうという事が言いたいわけです。 

 それから、３つ目は、自由化をやることによって、日本の企業の中に外国人をどんどん入れ

ることによって、もっと活性化するんじゃないかと思います。特に、インドへ行って驚いたの

ですが、競争率100倍とか200倍のインド工科大学に行ったところ、すごい頭脳がそろっていま

すね。ところが、そこには教育材料がなくて、技術資材もないんですね。本も余りないんです。

だから、彼らができることはゲームしかないんですね。だから、ソフト開発で、このルールに

従ってプログラムをつくりなさいと言ったら、しゃかりきになってやっているんです。 

 だから、この部分で新たにやっていくよりも、早く取り込んだほうが、日本としてはいいん

じゃないか。もしくは、これを連れてきてものづくりを根本から教えたら、もっとすごいもの

になるのではないかとか、そういう受け入れて育てていくということに方向変換していかない

と、そもそもそこまで考えるとなると今度は日本のものづくりを良くするという目的は何なん

だ。日本の企業がよくなるのか、日本の国土の上にある、要するに日本国政府に税金を納めて

くれるところを良くするのかということになるわけですね。 

 そうすると、例えば、自動車会社に聞くと、つくっている車の２割しか日本で売れていない

んです。しかも、頭打ちで減っていくわけです。ところが、これから先さらに倍ぐらい台数が

増えるわけですね。そうすると、本社が日本にあるという必然性はどこにもなくなっているわ

けです。それでもなおかつ日本にいてくれというためには、それだけのことをやらないといけ

ない、アメリカの株主が買ってアメリカに移されたら、もうあっという間にだめになるわけで

す。ここのところまで考えていかないといけないのではないかという基本戦略も考えるべきで

はないかということを提言させて頂きました。 

以上です 

 

【牧野内委員】 
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 前回出席できなかったので、前回の分も含めて１分ぐらい余計に話をさせて下さい。（笑） 

 今の田中委員の話というのは、実はずっと前にも国際化というか、外国人を日本にどう入れ

るかという話はしたことがあるのですが、余り反響がなかったんですね、この場で。 

 私はともかく研究の分野にいるので製造現場のことは余りよくわからないのですが、今でこ

そ理研は随分外国の人が入っていますが、それでもやっぱり少ないんですね。 

 20年ぐらい前、1990年ごろ、私のところでソフトウエアを開発するのに、主にヨーロッパの

人が沢山来ました。特にポーランド、東欧の人がたくさんいたのですが、そういう人たちが、

まだ日本で外国人を受け入れるというのは非常にレアなケースだったせいもあるんですが、物

すごく苦労したんですね。まず、小学校が子供を受け入れる態勢が全然ありませんでした。周

りで一生懸命サポートをして、一番優秀な人は、理研の正規の職員になってもらったんですね。

彼は最後にはどうなったかといいますと、７年間ずっと理研にいて、最後に子供が大学に行く

ときになって、物すごく迷ったらしいんですが、日本にこのままいても子供の将来がないとい

う理由でアメリカへ行ってしまいました。実は、10人以上外国の人がいたんですが、全部外国

へ行ってしまいました。 

 要するに、日本で将来まで生活ができるという基盤が、何かしっかりしたものがないと、今、

田中さんがおっしゃったようなことを日本でやるのは非常に難しいというのが、今でも私はそ

う思っています。 

 今はもう随分理研も国際化していますので、周りの小学校も、それから、周りの中学校も子

供を受け入れてくれています。まず子供のことってすごく大事だと思います。 

 それから、ポスドクの話が上野委員と小林委員から出ましたけれども、私は、物すごく大き

な問題だと思っています。この前も申し上げたので、余り細かいことは申し上げませんが、こ

れもまた理研の話で、理研は特殊なのかもしれませんけれども、今は3,000人、研究者がいる

んですね。それで、400人がパーマネントです。ですから、１割ちょっとです。2,600人は、何

年間か、大体プロジェクトできていますから５年位なんですが、５年たつとどこかへ必ず移ら

なければいけない。理研の中でまた別のポジションというのもありますが、例えば2,600人の

うちの何人がパーマネントの400人になれるかというのは大変問題で、今、定年制職員の数が

減らされていますよね。例えば、平成18年はたった２人です。ですから、みんな外の大学に行

くことを夢見ています。 

 ですけれども、大学でパーマネントのポジションというのはそんなに多くないです、そうい

うポジションに行けるのは年間で20人ぐらいです。そうすると、またポスドクに移るというよ
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うなことをやっていて身分が不安定な研究者が増えています。 

 前にもちょっと前田委員がおっしゃっていましたけれども、日本全体でそれをどう受け入れ

るかという仕組みをぜひ考えていただきたい。そうしないと、さっき小林委員がおっしゃって

いたように、ポスドクに行く人がいなくなってしまうのではないかという懸念があります。 

 それで、今日言いたかったもう一つですが、例えば、大下委員がおっしゃっていたように、

我々のこのＰＴの基本的なコンセプトとして科学研究に基づいたものつくりというのがあるわ

けですけれども、実は、それがそんなに簡単ではないということ。理研の現場でそれがほとん

ど実現されてない。ちょっと問題発言かもしれませんけれども。例えば、今理研は、さっき言

ったように3,000人ぐらいの研究者がいて、サイエンスというか、多くのバイオ関係の研究を

やっているんですね。それがいずれ薬になるという話もあるわけですけれども、薬はまだ出て

いない。ものにつながってないという話になります。 

 では、何か新しい装置ができるのではないかというわけですが、そういうことをやる人がい

ないんですね。 

 実は、我々のところで、工学の分野でそれをやりたいと言っている人が何人かいます。それ

を何とかしたいと私は思っていますが、基礎研究をやっているところの成果を受けて、それを

物にしていくというその仕組みが、本当に今考えなくてはいけない非常に重要な仕組みだろう

と私は思っています。 

 物というのは、國井委員がおっしゃっていましたように、実は、ソフトウエアも物だと私は

思っています。今、ソフトウエアがなければ機械はほとんど動かないですから、ソフトウエア

もつくる物として非常に重要なものだと思っています。 

 例えば、ソフトウエアのことで言うと、最近私のところで、いい成果が出ました。理研には

細胞生物学の研究者がたくさんいます。細胞はシステムなんですけれど、その細胞の研究をや

っている研究者は、実は、私は細胞膜、私は核、私はミトコンドリアなどと狭い専門領域の深

堀りをやっています。ですから、それを全体としてシステムとしてまとめようとすると、それ

はやはりちゃんとソフトウエアでモデルをつくって、コンピューターの中で生きた細胞をモデ

ル化するっていうのがいいよねって工学の我々のところの研究者が言い出して、２年間、沢山

の細胞生物学の研究者と協力して細胞モデルづくりをやりました。これは一つの成果だと思っ

ています。これもものづくりだと私は思うのですね。 

 そういうふうに基礎研究の成果を何か物にするというプロセスをぜひ具体化していきたいと

いうのが私の意見です。 
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【松木委員】  

 資料１－②の我が国の強み、弱みに対するという１枚ものに対する意見ということで、３つ

挙げさせていただきましたので、これをお話しさせて頂きます。 

 その前に、今のお話に向けて、独法の人員の１％削減シーリングしようという件があったの

で、それだけコメントさせていただきます。 

 産総研はパーマネント2,500人おります。昨年度は50人採用できました。今年は12人だろう

と言われています。これは非常に厳しい状況で、先ほどの繰り返しになりますので余り言いま

せんけれども、こういう状況は何とか改善して、一律というのを少し考え直していただければ

というふうに思っております。 

 29ページの資料で、３点あります。 

 最初は、人材及び中小企業についてということで、結論から言うと、働く人の意欲を向上さ

せるような政策というのを何か取り入れていただきたいなというのが1つ目です。 

 これは上野委員と同じようなことですが、最近、ものづくり大賞の受賞されている企業等を

回ることが多いんですが、非常に高い理念を持って、利益優先や技術優先というよりは、働く

人が非常に大切にされているという感銘を受けます。 

 やはり、安定的な雇用ということと、将来、家族を持ったときに、希望というようなものが

今見えているんだろうかという懸念があります。こういうものを考えるというのは非常に重要

であって、年功序列や終身雇用がいいのかどうかという議論はちょっとわかりませんが、行き

過ぎた能力主義というのはいかがなものかなというふうに個人的には思っております。 

 これに関連しては、ある種、処遇の適正化ですね。例えば、技能の可視化みたいなことによ

って、技能を適正に評価するというような政策を考えていただければというふうに思っている

のが第１点目です。 

 第２点目、資源とか環境についてですが、資源の獲得については色々なされていますが、国

内の資源の利用結果、例えば、家とか、橋とか、道路とかなんですが、そういうものの維持の

視点というのも重要なのではないか。要するに、出口のところをうまく考えるというのも重要

ではないかと考えているのが２番目の意見です。 

 新井先生の専門であるサービス工学の言い方をすると、橋は川を渡るサービスを提供すると

いうふうに言えると思います。そのサービスに対して一定のコストを払っていく。そのコスト

が見合わなければ、それはつくらないほうがいいという、これは単純なことです。 
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 今、超高層ビルなどいろいろなものが建っていますが、それをライフサイクルというか、サ

ービス工学の視点から見たら、一体どうなんだろうかというのは、ちょっと心配をしています。

日本には伊勢神宮の式年遷宮というような立派なコンセプトがあるわけですので、これをうま

く現代に生かすというのが資源小国にとっては重要ではないかと思っております。 

 ３番目、少し細かい話ですけれども、物の見方という話が先ほど出ましたが、中小企業のＩ

ＣＴ利用、私は中小企業だけではないと思っていますが、ＩＣＴの利用がうまくいっていない

ということの原因の一つは、原理原則というのが何かうまく伝わっていないんではないかなと

思っているということです。 

 新しいアプリケーションをどんどん追加していくということでは解決できない問題があるの

ではないか。これは定説というわけではないんですが、現状の作業環境を変えないで、付加的

な問題解決の方法としてＩＣＴを導入するという、いわゆる日本の得意な改善的なやり方とい

うのは、どうもＩＣＴの考え方とは合わないのではないかと個人的に考えています。 

 新しいツールを導入するというよりも、原理原則を議論するなり研究して、使い方の根本を

考えるような政策というのが有効ではないかと思っております。 

 以上、３点です。 

 

【森委員】  

前回、欠席させて頂き議論の流れがわからないので、必ずしもお答えになっていないかもし

れませんが、お答えさせて頂きました。 

 研究者をずっとやってきましたので、研究者という立場と、それから今地域にいるというこ

とで、地域といえば中小企業ですので、その両面からこれから問題になるであろう、弱みにな

るであろうと思われる点を３つほどご紹介させて頂きたいと思います。 

 まず最初は、研究者としての立場です。牧野内委員とか、それから大下委員からも出てきま

したが、やはり、ものづくりの基盤技術と言われる切削、プレス、鋳造とか、こういうものを

中心として考えた場合に、この重要性は言われているわけですが、実を言うと、もうそのアナ

リシスがほとんど止まってしまっている。いわゆる科学的・工学的解明というのがもう手薄に

なってきました。日本の強さというのは、今まで何十年という長い歴史の中でこれを積み上げ

てきたところがあるのではないか。これが今止まってしまって、なかなか進化していないとい

うのが非常に問題ではないかという気がします。 

 さまざまな委託費とか、公募型の事業があるんですが、ほとんどシンセシスに集中していま
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して、いわゆる物をつくる、それが事業化に至らぬとだめだというところばかりがどうももの

づくりという形で強調されていまして、アナリシスがどうも手薄になってきている。これがい

ずれボディーブローのように効いてくるのではないかというふうに心配しています。 

 特に今公設試というところにいると、非常に多種な業種の方が来るわけです。この方の相談

に対応するためには特定の技術・知識だけ持っていたのではだめで、やはりサイエンス、工学

としてどこまで持っていくかというのが、これからの公設試の一つのサービスの大きなポイン

トではないかなと思っているのですが、これが手薄になっているということです。 

 もちろん、シンセシスは大事ですが、このアナリシスというところも同時にやはり両方向、

バランスをうまくとらえた形で高度化しないと、ものづくりが基盤技術から崩壊していくので

はないかという懸念があるということがまず第１点であります。 

 ２点目ですが、中小企業と地域という観点からいきますと、これから地域の独立が求められ

る道州制がいろいろと巷で言われているわけですが、そうすると地域の稼ぎ頭は、やはり製造

業だと思います。当県でいけば、税収の６割ぐらいが製造業ですので、これが元気にならない

とどうしようもない。ところが、地域にいてものづくりを地域独自のものづくりの施策を立て

て引っ張っていく強力な方が、官とかあるいはコーディネーターといったような類の方が非常

に少ないというところが、実は危惧しているところでございます。 

 地域にもいろいろ産業政策がありますが、どうしても大企業に目を向けてしまう。ですから、

自動車とか航空機というのは、どこの都道府県でも共通の産業強化として挙がっています。こ

うした中で中小企業がそこに置かれた立場というのは、大企業といかに取引を強化するか、こ

ういう観点からの施策しかなくて、技術面からどうやって強化するかという議論が全くない。

この辺をどうにか育てていく旗振りをやっていく人材育成、こういうのが不足しているので、

これを何とか強化していくというのが一つではないかということです。 

 それから最後ですが、中小企業、やはり脱下請けはどこも考えています。とはいえ、なかな

かいいアイデアが出ていかない。例えば、高度な加工技術を持っているから、医療分野にいっ

てみようということを考えて、提案公募型に打って出ても、いざ医療機器ということになると、

これは薬事法に引っかかってきて、もうそこでこの複雑さはとてもじゃないけれども通過でき

ないから、結果的にパスしてしまう。あるいは、地域資源ということになれば、やっぱり農工

連携ですから、そうすると、食べ物だと。食べ物を付加価値のあるものに、健康食品というこ

とになると、やっぱり健康食品という規制に引っかかってくる。結果的にそこで二の足を踏む。

それから、伝産物も何とか産業用に応用してやっていこうとすると、やはり、非常に長いこと
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続いている商習慣の卸問屋とかそういうのが入ってきたりして、突然規制がある。あるいは、

農業となると、ＪＡさんのような非常に大きな組織があって、これも含めた組織にする必要が

あるという問題が出てくることもある。このように、新たな技術開発をしていく上で、法規制

とかあるいは規制緩和ということも並行して進めていかないと、そういう先端的高付加価値と

いうのが地域ではなかなか育成しづらいなということを感じております。 

 以上です。 

 

【前田座長補佐】  

ありがとうございました。それでは、淺田委員がおいでになりましたので、淺田委員。 

 

【淺田委員】 

 遅れてまいりまして、申しわけありませんでした。 

 ２つの資料がありましたので、それぞれについて４ページのほうは可視化のほうで、これは

毎度申し上げていることをまた文書にしただけです。 

 日本は信頼性の高さでこれまでずっと物を売ってきたと思いますが、それはどこの部分かと

いいますと、下に図がありますが、いわゆる故障のバスタブカーブの日本の得意だったところ

は大量生産品の数が多いところで、品質が安定したといいますか、初期故障が出尽くした後の

確率論で片づけるところの信頼性評価というのが非常に発達したところ、ここは非常に得意な

分野です。 

 ところが、我々が直面したのは、我々は宇宙製品をやっていますから、数が出ないんですね。

数が出ないところで、どのように故障を出さないようにするかというところに悩みました。そ

こは確率論じゃ済まないわけです。もともとはもう故障がつくり込まれているんですね。設計

過誤があるんです。それから、製造の過誤もある。検査不良とかいうのもある。それから、特

性値のばらつきをきちっと押さえてないだとか、物理現象を理解していないんだとか、これは

物をつくって、たまたまうまくいってしまう場合もあるんですけれども、この辺を今後強化す

ることが日本の特色となるんじゃないか、と思います。 

 これは、何も少量生産の大規模システムだけに優位なわけじゃなくて、車においてもエレク

トロニクスにおいても、初期故障をなくすということが早い展開になる。スピィーディーな展

開になるし、さらなる日本の信頼性の高さというのを保障していくんじゃないかと思っていま

す。 
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 それから、５ページのほうは、政策の視点の観点ですけれども、人材等は先ほどから言われ

ておりますが、ひとつこの図で紹介したいのは、製品企画のところで、産学官連携の強化とい

う具体的な例がありますということです。これはロケットエンジンの開発に関して東京大学と

それからＪＡＸＡ。ＪＥＤＩというのはＪＡＸＡの中のエンジンシミュレーションの部門を言

っていますが、先ほども牧野内さんがおっしゃったのと近いのですが、学では、一番左の原

理・現象に関して深く突っ込んだ研究が行われていますと。メーカーとしては、実用技術をや

っていますが、その間をつなぐものがなかったんじゃないかというのが、それをつなぐために

東大の中にＪＡＸＡが全額出資して、それから講師も派遣してＪＡＸＡ社会連携講座というの

をこしらえてしまった。この中で、エンジンの解析に特化した講座を設けて、一番左の大学で

行われている第１種の基礎研究と企業の製品化研究をつなごうという試みをやっています。 

 こういったことを今後あらゆる分野でやっていくと、より産学官の本当の連携ができるので

はないかなと思います。 

 以上です。 

 

【前田座長補佐】 

 ありがとうございました。私が質問するのもなんですが、連携講座でスポンサーは全部ＪＡ

ＸＡですか？ 

 

【淺田委員】  

この場合は全部ＪＡＸＡですので、この企画を起こした方々は、ぜひ政府としてこういう仕

組みをつくっていただきたいというふうに言っていました。 

 

【前田座長補佐】 

 それでは、欠席の藤本先生の意見ですか、事務局からお願いします。 

 

【成瀬参事官】 

 それでは、本日ご欠席ですが、資料が届いております藤本委員の内容について私の方から説

明させていただきます。 

 まず、１番目、「人材：大企業のシニア活用と非正規従業員問題」。 

 優秀な人材を抱える大企業がものづくりのインストラクターを育てる社内スクールを開校す
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べきだということでございます。これは技能伝承に関する取り組みでして、これまで、ともす

ると固有技術偏重であるということで、人間を含めた流れをつくる開かれたものづくりをつく

るべきという視点でこれを提案されております。具体的には定年後の継続雇用に関して、フレ

キシブルに対応すべきだということが書かれております。 

 それから、２番目、「中小企業：設備支援から「流れ支援」へ」です。 

 中小企業や非製造業はよい流れをつくることによる付加価値生産性アップにももっと重点的

に取り組むべきだということです。これを行わないと、機械とかそういうものが残るだけで、

実際の生産性につながらないということです。 

政府は固有技術・先端技術に偏った従来の技術政策・産業政策を修正し、地域によい流れを

生み出すための助成に軸足をシフトすべきだとあります。 

 それから、地方自治体はよい流れをつくるために中小企業や非製造業と大企業等から供給さ

れるインストラクターをつなぐマッチング事業を強化すべきだという提案もあります。 

 また、地方の金融機関が地域の大企業人材供給と中小企業の人材需要を結びつけるエージェ

ントとなり得るのではないかというご意見です。 

 ３番目ですが「環境・資源：環境政策と産業政策の連動」があります。 

 経済産業省と環境省の連係プレーが極めて重要である。なぜなら、エネルギー規制・安全規

制など厳しい製品こそ日本企業が得意とするすり合わせ型アーキテクチャの製品になるからで

あるということです。 

 ４番目ですが、「擦り合わせ：日本に残す現場と、日本が育てるべきＩＣＴ」。 

 日本の産業政策目標は、結局のところは、より高い相対賃金で日本に残れる現場を増やすこ

とであるということです。それで、多能工のチームワークをベースにした日本の優良企業の組

織能力と相性のよいＩＣＴを振興すべきであるというご意見です。 

 それから、「見える化」ということにも言及されておりまして、チームワークという文脈に

おける相互の周辺視野の確保を意味する。つまり、みんなで見えるのでなければチームワーク

型組織能力にとっては意味がないというご指摘をしております。 

 ５番目ですが、「儲けの構造：擦り合わせ現場を活用したビジネスモデルを」。 

 ここでは、中国との比較を意識して提案をされております。中国に対する場合、ここで③と

いうのがありますが、中国の２倍の値段で売れるものを伸ばすということですね。そういった

ビジネスモデルを構築する高価格戦略の方法がよいのではないか。そういった事例を集めまし

ょうということですね。 
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 それから最後に、カイハラ社というジーンズの会社ですが、この例が参考になるんではない

かということで、今の話につながってまとめがされております。 

 以上でございます。 

 

【前田座長補佐】  

ありがとうございました。 

 これで一通り、皆さんからいただいたご意見はご披露いただきました。私だけ何も言ってい

ませんが、皆さんのご意見に後でコメントさせて頂きたいと思います。 

 それでは、時間を40分ぐらい用意してありますので、この間討議したいと思いますが、その

前に、ちょっと言い足りなかったという方がおられたら、一言、二言ずつ追加でお願いしたい

と思います。 

 では、牧野内さん。 

 

【牧野内委員】 

 例えば、革新的技術とここに書いてあって、これから取り上げられる技術開発になると思う

んですが、これをどうやってやっていくのかという話を、よく伺いたいと思っております。 

 と言いますのは、産学連携ってなかなかうまくいかないですよね。 

 その理由は、僕はすごく簡単だと思うんです。27ページに、「提案理由」っていうことが書

いてあるんですが、科学技術の世界というのは、実は、評価の物差しが２つしかないと思って

います。僕は、それが正しいとは思わない。それでは、だめだと思っているんですが、大学と

か公的研究所というのは、実は論文至上主義という原理で動いているんだと私は思っているん

です。要するに、そこで仕事をしている人たちは、論文を書く、それしか頭にないです。理研

もそうです。だって、論文を書かないと、プロジェクトが終わって次のところに行けないです

もの。 

 ところが、企業は市場原理で動いています。要するに、利益を出さないといけない。 

 全然、違うじゃないですか。論文は利益を生まないですよね。それで、利益を生むのは論文

にならないですよね。それで、この間をどうやってつなげるかというのが、先ほどの話なんで

す。だから、サイエンスを物にするというのは、多分、総合科学技術会議の中でもここ、もの

づくり技術分野しかできないのではないかと思っています。知識をどうやって財にするか、そ

れを担う人のマインドをどうやってつくるか、組織をどうやってつくるかというところが大事
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だという意見です。 

 

【前田座長補佐】 

 他に、いかがでしょうか。 

 よろしいですか。それでは、追加の意見ということではなくて、全般的にご意見のある方は

挙手をしていただきたいと思います。 

 どうぞ、松木さん。 

 

【松木委員】 

 淺田委員のご意見に対して。 

 先ほど、基礎研究と応用研究の間をつなぐところの重要性というご指摘があったんですが、

産総研はそこを本格研究と申し上げて行っております。 

 それに関して１点だけ、色々な点があるんですが、個人的に難しいなと思っておるところは、

例えばベンチャーを立ち上げるというお話もたくさんあるんですけれども、生産設備の研究。

ものがつくれるのはわかっている。結晶はつくれる。ただし、それをペイする生産設備をつく

るというような製造技術研究をどこがやるのかっていうようなことについての議論がなかなか

難しいというところがあります。いろいろ産総研でもやっておりますので、問い合わせいただ

ければ、結果が出ていると思います。 

 

【前田座長補佐】 

 ３月５日のものづくりＰＴの資料１－①という資料ですか、これをもう一度見てください。 

そもそも、この資料から今日の議論はスタートしています。 

 それで、ものづくり、ものづくりと言いますが、その製造技術に関しては、左側にあるよう

に非常に強い。ある意味で、各社の自由競争に任せてもいいんですが、その上のほうとか、あ

るいは法規制等にかかわる下のほうとかが、何か十分整備されていないんじゃないかというお

話、それから、人材の流通等についても、法的な問題、年金の問題とか、いわゆるものづくり

の現場とはちょっと違うところが実はいろいろなもので障害が出ているというような問題点を

出せるといいかなというようなお話だったんではないかと思うのです。ちょっと、その辺もう

少し頭に置いていただいて。 

 それで、淺田さんの先ほどの連携講座ですかね。これは結構おもしろい制度に、東大として
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は仕上げたんですよ。我々、今まで寄附部門とか、寄附講座を持っていたんですけれども、こ

れは寄附じゃないとだめですよね。寄附っていうのは民間企業しかできないわけで、例えば、

経産省が寄附したいって言ったって、それは国が国に寄附するのは変な話になります。我々は

国じゃないのですが、それは許されないんですね。 

 ところが、共同研究費ですと、国の機関も共同研究費として出せます。ついこの間つくった

ルールなんですが、共同研究費で、例えば、額を余り言うと、値切られると嫌なんですけれど

も、大体、１年間2,000万円ぐらいあると教授１人雇えるんですね。我々、その程度の給料な

んですよ。それで、研究費を入れて3,000万円ミニマムぐらい用意して、掛ける５年掛ける２

人とか、３人とかいって、そこに講座あるいは研究部門を置くことができて、これは寄附講座

的に非常にスペシックなトピックスを置いて、年限を決めて、５年ぐらいですけれども、やれ

るんではないか。これがやっと一般化された状態になってきました。 

 そうすると、さすがに企業はここまで奇想的なところは銭は出しにくいけれども、国がやる

なら乗ってやってもいいよねみたいな、ＮＥＤＯの補助金だけじゃなくて、あれも悪くはない

と思いますけれども、そういう融合の仕方があるかなと思います。 

 それから、融合が大事だと江刺先生がおっしゃったんですが。いつもそう言われて、全くそ

うなんですが、なかなかうまくいかないのは、人が実際に隣合わせにいないということが大き

くて……。江刺先生の分野なんか、まさに欲深いエレクトロニクスの人が物をとにかくつくら

なければいけないというので、そこにいたからうまくいったんですよね、多分。 

 その場合、大学とか公的研究機関とかのほうがひょっとしたらやりやすいのかもしれないで

すね。そこでいろいろな規制を特区的に外せればいいと思うんですけれども、ポスドク制度が

それをしくじったんですね。やはり、給料を出し過ぎちゃったのが一番の問題で、そこはちょ

っとまずかったんですが、キャリアパスとして法人化した公的機関の看板を背負った退職金つ

きの人間の数をふやすっていうオプションは、多分もうないです。だとしたら、それはむしろ

若い人に譲って、年寄りがそっちに移っていくっていうのも、一つの考え方なんですね。例え

ば、シニアスタッフはもうプロジェクト研究員になっていけばいいわけです。やりようは各法

人であると思うんだけれども、若い人にやっぱりパーマネントのポストをなるべくたくさん用

意しておくことを考えないと、確かに研究職自体につこうっていう人がいなくなってくるとい

う感じがしますね。 

 

【牧野内委員】 
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 今の連携の話なんですが、理研も融合連携という制度をやっています。これは企業から理研

の人とか、それから施設、お金などを利用して自分の研究をやりたいという提案があったら、

理研はそれにお金を出すし、人も出しますという、こういう制度があるんですね。それで、一

緒になって研究をやりましょうと。これはなかなかうまくいっています。 

 ですけれども、そういうのは、全体から見ると、まだ細々とした感じがあるので、もっと本

当にやらないと、ものづくりは将来危ないよって、こういうところを何とかしたいなというの

が先ほどの発言です。 

 

【奥村座長】 

 各委員のお話を伺って、キーワードだけ挙げさせていただきたいと思います。 

その前にご参考になる情報ですが、森委員のおっしゃっていた科学技術と地域については、

つい先日の総合科学技術会議の本会議で、私どものほうから意見具申をしておりますので、ホ

ームページをご覧になっていただければアクセスできます。要するに、頑張るところには応援

するというのがキーコンセプトです。 

 それから、もう一つ、薬事法の話が出て、規制改革と同時にやらない、これはもう当たり前

で、これは、私どもも具体的に研究の制度改革というのを別途進めておりまして、まさにご指

摘のようなことを、地方ということではなくて全体に進めておりますので、これもご参考にし

て頂きたいというのが情報です。 

 それから、何人かの方からポスドク問題を何とかしてくれないかということですが、このポ

スドク問題もさまざまな機会で私どもも議論しておりますが、はっきり言って妙案が出ており

ません。出てこない理由の一つは、大学側の要するにポスドクを使って研究をされる側は、そ

の出口を、民間企業で採用してくれないかというトーンが強いわけですね。 

 ですが、ここは政府といえども民間の活動にたがをはめることはできないわけです。採って

いただけたら、採って下さいということしかできないので、韓国のような例を適用して、お金

をつけて採用させるというのは具体的な検討になるかもしれませんが、今のところまだそこま

での議論は出ておりません。したがって、これもいろいろなところで議論していますが、なか

なか妙案がない。 

 ただし、ご指摘のように背景は、最近、ドクターにいく希望の学生さんが随分減っていると

いうことなので、いつまでも問題として放っておくわけにもいきません。何かいい知恵、具体

的な解決策があったら、むしろ教えていただきたいというのがお願いです。 
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 それから、産学連携がうまくいかない理由というのは、先ほど牧野内委員からありましたが、

行動原理が論文至上主義と市場主義でもともと合わないではないかということが、果たして、

外国でもそうなのかということで、日本はやはり特異的に先進諸国の中で産学連携の比率が極

めて低いわけです。もちろん、行動原理が違うのはご指摘のとおりですが、やはり先進国にお

いても日本の産学連携の結びつきは弱いというのは日本固有の課題がありはしないのかな、と

いうのが、感じたことです。 

 もっと大きな話で、そもそもものづくりと言っているけれども、ややもすると、日本古来の、

むしろ守るべきだという立場のものづくりの議論が多かったんではないでしょうか。農業など

新しいアスペクトは出てきている。一次産業、三次産業、あるいは組み込みソフトとか、そこ

を取り入れるべきではないのかというご指摘も、当然、検討に値すると思います。 

 それから、田中委員から、国家戦略的な話が出てきております。今日ご説明のあったことは、

まさにそのとおりですが、なかなかここのワーキンググループの世界だけでは閉じない世界で、

ご案内のように、つい最近出ましたＩＭＤの競争力強化のランキングの中でも、日本の弱点の

一つは法人税の高さですね。これはもう、極めて大きなマイナスになっているとありますが、

それはここで議論しても答えが出てこないということです。 

 

【前田座長補佐】 

 いや、何でも言ってくださいよ。 

 

【奥村座長】 

 いや、それを下げないとものづくりが壊滅するということであれば、是非、頑張ってやって

いく必要があるかもしれません。 

 それから、江刺先生が異分野融合っておっしゃった。これはいろいろなところに出てくるん

ですが、むしろ、これをやろうと思っている人はできない理由をもっと明確にしていただいて、

それを取り除くという方策をしないといけないと思いますね。あらゆる分野で異分野融合と言

っていますが、こんなことを一々言わなくても、必然的にやらないといけないと思うんですが、

これが出てくるということは、何か障害があるから出てくると思うんです。恐らく、個別のケ

ースでその障害がかなり違うんじゃないかと思うんですよね。これは、具体的に取り上げて解

決策を見出していただくというのがよろしいのではないかということです。 

 幾つかのお話を伺って……。以上です。 
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【前田座長補佐】 

 江刺先生、では追加で。 

 

【江刺委員】 

 産学連携というのに、私は割と深くかかわっているんですが、会社の人が来てくれているわ

けですよね。それで、今まで100社ぐらい常駐して２年ぐらいいて、技術移転したりやってき

たんですが、日本の会社の場合には、終身雇用というか、あまり会社を移らないから、大学に

派遣した人がまた会社に戻ってうまくいくというメリットを使っているんです。その時に、委

託研究は受けませんと言っています。それで、来てやってくださいと言うんですね。よく大学

でも、委託研究を受けて大学院生がやるっていうケースはあるわけですが、もともと給料も払

っていない大学院生にさせることもおかしい。 

 大体、アウトソーシングするから人が育たないわけですよね。私は、人を育てながら、つい

でに研究するぐらいでいいと思っているんです。そのポスドクに就職口がないというのも、結

局は使い捨てにしているからですよね。売り物になるようなポスドクをつくって、それが先生

の自慢になり、うちの卒業生はこんなに活躍している。そういうような価値観をみんなが持つ

ようにすれば変わると思うんですよね。 

 また、私は、異分野融合はニーズを大切にすることだと思っているんです。ニーズがあれば、

産業の次の世代のためにこれとこれが必要だと。そうすれば、そこから別の分野を勉強すれば

いいわけですよね。 

 我々だと、集積回路とＭＥＭＳをくっつけることこそが大事だと言って異分野融合をやって

います。このときは何が大事かというと、お金がかかり過ぎることなんですよ。LSIって非常

に進歩してしまったものですからね。だから、トヨタとか、パイオニアとか、リコーとか、競

争相手にならない会社で組んで、同じウェハーにつくるとかやっているんです。異分野融合と

言ってもそれぞれに違うから、そこでの問題というのをよく考えてやればいいと、私は思うの

です。 

 それから、会社との関係をうまくやるのっていうのは、やはり大学がいいサービスを提供す

ることだと思うんですよね。我々はサービス業ですから、知識のサービス業というか。だから、

会社の人が来たときに、今までこの技術はこう発展してきて、みんなここで困っています、あ

の会社はここで失敗していますとか教えるわけですが、幅広い情報を持ってちょっと先のほう
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から始めるといいんですよね。やっているのを後から追いかけても大体うまくいかない。だか

ら、我々、ここら辺から始めたらどうですかとか提案するんですが、そういう情報量の多さが、

大学と会社をうまく結びつけるというふうに思うんです。 

 それで、異分野融合なんていうのは、そこら辺の問題を持っていれば自然にできる。 

 

【奥村座長】 

 そうすると、何か法律的な規制とかそういうのは余りないということですね。今の仕組みの

中で、先生方の考えを今みたいなお話にされて、運営方針をこうすれば、うまくいけるんでは

ないかということを言っているんです。 

 

【江刺委員】 

 法律的なことはわかりませんが、大学の効率化みたいなのが大切で、今まで余りにも非効率

でした。それで、法人化になったので多少トップダウンででもいいから、効率を上げて教育・

研究の時間をとれるようにしないといけないと思います。また、助教とかが少なくなり、教授

の数が増えて、問題の調整ばかりに時間を食うようだと成果が出ない。学生は放っておかれる

ことになるんで、そういう意味で仕組みを直す必要がある。 

 

【前田座長補佐】 

 一言だけ足しておきます。 

 法人化になると、大学によって大分そこは差があります。江刺先生は東北大学、私のほうは

東京大学、大分、中のルールも違うし、運用も違いますので、そこはむしろ法人ごとにかなり

個性的であるというふうにご理解いただきたいと思います。我々もそれを売りにして各大学は

戦っているわけです。 

 では、國井さん。 

 

【國井委員】 

 企業がポスドクをとらないというお話なんですけれども、優秀な人材って、やっぱり、いつ

でも足りないんですよね。うちが採用している中でも特に外国人はドクターを持っている人が、

多いんです。 

 多分、ニーズがなかなか合ってないというか、本人が我々が求めるスペックではないという
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ところが課題です。ものづくりも大分変化してきていて、要素だけをつくる、これもあります

けれども、でも、どんどんアーキテクト的な、もっと大きくシステム全体としてまとめられる

タイプの人が今企業では非常に足りない。だから、そういう人材を育成してほしい。海外のほ

うがそういう人材が多いとどうしても外国人を雇うことになってしまう。それが一つ。特にソ

フト関係においてはそれがあると思います。 

 それから、海外ともいろいろな共同研究等々やっていますけれども、やはり違うのは、海外

の先生はサバティカルがあるんですよね。サバティカルで企業に行って、ニーズをよくご存じ

なんですよ。日本の先生には、そういう制度がないですよね。 

 

【前田座長補佐】 

 それも大学はおろか学部によって個性があって、例えば、うちの法学部は本当にサバティカ

ルをやっています。それから、私どもの研究所も研究部門ごとにそういう制度を運用していま

す。 

 

【國井委員】 

 きのう、ベルリンからいらっしゃったドイツの先生とお話をしていたんですけれども、３年

半に１回８カ月のサバティカルがあるとおっしゃっていました。全員あります。だから、やっ

ぱり、かなりニーズをご存じで身近だと思うんです。 

 

【新井委員】 

 ちょっと、そのことだけ追加させていただきます。 

 企業のニーズを大学の人間が把握しているかという点、非常に個人差が大きいということは、

今も昔も変わりません。 

 今問題なのは、若い人がポスドク、特にプロジェクトに固定的に張りつけられると、実は視

野がどんどん狭くなっているという状況が生まれていることです。それがまた、ポスドクを終

わった後、企業にも、あるいはほかの分野の研究者にもなりにくいということが実際に出てま

いりました。 

 幸いなことに、ロボットを研究対象としている学生は、最初から境界領域で何でもかんでも

やるから、どこに行かされても文句言わない。そういう人は、どこに行っても何とかやってい

けますけれども、専門性が高ければ高いほど異分野に移れなくなってきているということが出
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ております。 

 

【牧野内委員】 

 例えば、新井先生のところで、ロボットで何か非常に新しい役に立つロボットをつくった。

だけれども、要素技術で何かブレークスルーが別にあるわけではないとすると、その人の評価

ってどうなりますか。要するに、論文が書けないじゃないですか。江刺先生にも同じことをお

聞きしたいですけれども、論文が書けないけれども、大変いい仕事をしたという人いっぱいい

るわけですよ。いや、そういうことが好きな人もいるわけですよ。だけれども、学会誌に論文

が出るって、今の学会誌って、査読の先生によって、重箱の隅を突ついたようなことでないと

通してくれないとかって話があって、そういうところが物すごく、ものづくりにはマイナスだ

と思います。 

 

【新井委員】 

 そういう傾向はもちろんあります。しかし、幸いなことに、90年代の半ばからは、物をつく

ったことに対する評価が高まりました。ロボット学会並びに精密工学会とか、幾つかの学会は

相当定着しました。 

 例えば、ある非常に有名な先生の研究室を細かくウオッチしてみると、実は、学術論文は極

めて少ないという例があります。それはそれで、いろいろな批判の対象にもなりますけれども、

一方で、良い成果を挙げていることになっております。 

 

【牧野内委員】 

 東大はそういう人をとりますか。 

 

【前田座長補佐】 

 とります。私どもの場合は、例えば、建築家が一番簡単ですけれども、有力なコンペで２位

で落選したっていうのは非常に上位にカウントしますし、同じようなものですね。ですから、

ペーパーだけっていうのは、最近、むしろ余り聞かない。 

 だけれども、ポスドクの子はそうはいかないわけですよ。３年間でやらなければいけないで

すからね。そうすると、やっぱり、目にみえる─こう積んでくるんですけれども、我々、ポ

スドクの人は、國井さんと同じでとりえのない集団なんですよ。３年ごとのプロジェクトごと
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にペーパーを積んでいますから、プレゼンテーションを聞いても、何にも魅力ないことをやる

んですね。 

 だから、私、助手３年やりましたけれども、論文は２報しか書けなかったんですよ。ですが、

筋の通ったことをやっていましたから、幸いに採用してもらえたんですけれども。ポスドクを

３年やっていたら、多分、４報とか５報とか書いていますよね。 

 

【小林委員】 

 私は、あまりそう思わないんですね。若い人はあまりそう思ってないと思うので、もしそう

なんだとしたら、もっと若い人にそういうことを伝えていただきたいと思います。 

 多分、アカデミックに就職するには、やっぱり論文がたくさんないと……。それで、１つの

助教のポストに30人、40人と応募してくるんですね。そうすると、やっぱり論文の数を最初に

絶対見られてしまうので、そういうところをもっと伝えていただけると…… 

 

【前田座長補佐】 

 確かに、助教だとそうかもしれない。教授にそれでなれるかというと、なれないんです。だ

から、そこは我々がもう少し説明しないといけないですね。おっしゃるとおりですね。わかり

ました。大学の中の問題でどうもすみません。 

 

【田中委員】 

 場面がちょっと変わるんですが、前の規制のところです。融合したときに規制がどうのとい

う話がありましたけれども、研究開発の場面ではないと思いますが、物にするときにはもうが

んじがらめですね、行政。例えば、卑近な例で言えば、スピードメーターがありますね。あれ

が電子回路でオーケーになったのはつい最近で、それまでは全部ケーブルで物理的に持ってき

て、ギアで落とさないとだめだと。そんなのがいっぱいありまして、物が動いてない。 

 その一つの例が、例のスピード社の水着だと思うのです。もう思い込んでしまってているん

ですね。これは多分だめだろうといって、そこであきらめちゃう。やってみてから喧嘩すると

いうところまでマインドが上がってないんですね。 

 だから、お役所で、何でもいいからぜひ新しいのを持ってきてくれと。「新しいもの省」と

か何かつくって、それぞれマインドを上げないと、これはみんなだめだろうと、必ずだめだと

思い込んじゃうというふうになります。 
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【奥村座長】 

 確かに、それは進めていかないといけないですね。具体的に議題にしていかないと、規制で

すから、規制官庁のどこの部署を相手にやるのかという事を明確にしないと進まないので、効

果的であればぜひやっていく必要があると思います。おっしゃるとおりです。 

 

【前田座長補佐】 

 では、典型的な、このフローで言うと、最後の「ストック・リサイクル」というところなん

ですけれども、いわゆる廃掃法によって一般ごみは自治体が責任を持つことになっています。

一方、産業廃棄物は、各事業体が責任を持つことになっていて、それが都道府県をクロスする

ことすらなかなか難しいというのは、もちろんそのとおりだと思います。 

 ただ、実際に、リサイクルをする小型家電にしても、あるいはその種の製品にしても、分け

られるのかっていったら分けられないですよね、実際には一般ごみと産廃と。 

 しかも、流通経路というのでしょうか、ごみの車を一般ごみは一般ごみ、産廃は産廃と分け

ているわけですよ。物すごいロスが多いんですね。ですから、どうやったらいいのか、私、わ

からないですけれども、一般ごみと産廃との混合配送を認めるなり、何か統一的な廃棄物の管

理に関する法律を再整備すべきだろうというふうに思いますね。この部分だけ変わるだけで、

大分新しいビジネスが多分成立すると思いますね。 

 

【田中委員】 

 まさにそこのところ、すごくわかります。 

 この前もお話ししましたけれども、お金を払ってやったものでないと売ってはいけない。お

金をもらって集めたやつは、再資源にしても絶対に売ることができないという、ものすごい大

原則がありますね。だから、産廃のビジネスは全部つぶれてしまう。 

 

【上野委員】 

 この資料の１－①の中で、基盤技術の非常な重要性ということを強くうたってあると思うの

です。 

 それで、特に日本がこれから国際競争の中で勝てるような技術分野とすれば、やはり航空と

か、最近では原子力関係はアジアへもかなり日本からの技術が重要視されるということになっ
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ていまして、国内に対する航空分野、原子力分野というのは波及効果は物すごく大きいです。

先端的な分野ですからね。 

 それで、三菱重工業が新しく国産初の旅客機を開発されるということになっていますけれど

も、しかし、ここのところでも非常に重要なデファクトスタンダードがありまして、Ｎadcap

という国際標準規格が発令されていまして、今国内に既にアメリカやヨーロッパから35％ぐら

いの加工依頼が実は来ているわけです。現に、もう受注しているのですが、このＮadcapとい

う資格を取らないと受注できないということになっているのです。だから、こういうデファク

トスタンダードをまず日本発でできないのかなっていうのが一つと、こういうものを取らない

とだめだということをしっかりと認識しないといけないと思っているのです。 

 そのときに、世界で一番強いエンジンをやっているところはどこですかと言えば、ＧＥであ

り、プラット・アンド・ホイットニーであり、ロールスロイスです。私ども中小企業であえて

ロールスロイスの認定を受けたわけです。日本で４番目にです。こういう認証を取らないと、

これから国際競争の中で勝てないのです。 

 だから、そういう先端分野は、内閣府のものづくりＰＴで論議する場合には、あくまでも先

端的な分野は重要だというところをしっかりと打ち出して、経済産業省にしっかりと予算をつ

けていただいて、それでこういうことを重点的に推進するということは非常に重要だと思いま

す。それから、文部科学省でも、計測・分析機器開発という分野が非常に重要だということで、

ここのところでも提言しているわけですけれども、こういう先端的な分野というのは、日本が

間違いなくアジアの追い上げに勝てるという差別化ができる分野だと思いますので、ぜひそう

いうところをしっかりとこの中へ織り込んでいく必要があるのではないかなと思っています。

是非、ご検討をお願いしたいと思っています。 

 

【松木委員】 

 僕は、国際標準との関係で、やっぱりＩＳＯとＪＩＳとの関係というのがあると思って、委

員にもなっているんですが、今、要約ＪＩＳというのがあって、表書きだけ日本語になってい

て中身が英語のままというような扱い。こういうものがどんどん増えてくると、どちらかとい

うと、ＩＳＯよりはＪＩＳを優先するというような形というのが見受けられる。これは、世界

の流れに逆行しているんではないかという懸念があります。 

 どうしたらいいのか、なかなか難しいんですが、必ず日本語の単語を使わなければいけない

とか、幾つかの制約というのを何か見直さないと、ＪＩＳにしないと色々いけないというよう
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な制約が足を引っぱってしまう。そうすると、ダブルスタンダードで結局は企業はＩＳＯを使

わざるを得ないし、ＪＩＳもやらなければいけないというような負担を何とかしていただきた

いと考えています。 

 

【新井委員】 

 今日のこの図に関しまして、実は私はサービス工学を６年やっていますので、その説明も含

めてさせていただきます。 

 日本が強いのは製造の部分である。これは、皆さんの意見の一致したところです。それも、

基本的には大量生産型の製造が強いところであるとは、今日、淺田さんもおっしゃっているこ

とですし、皆さんの一致したところです。 

 よって、先端的な技術をもって新しい大量製品をつくることが一つの目標だったと思います。

一方で、ＧＥのジャック・ウェルチが言ったように、良い物ができても売れなければしようが

ないので、製品製造だけでなく、ファイナンスまで考えてやっていこう。サービスからファイ

ナンスまで続けて考えていこうということが現在の大きな流れです。ただ、その基にあるのは、

明らかに「良い製品」と「それから使い方のわかっている製品」という考え方だと思っていま

す。 

 先ほどから言う話に出てきましたスタンダードの場合も、あるいはさまざまの規制も、ある

製品がその生涯にわたって使いやすくかつ価値が高まるように準備されたものと理解すること

ができます。しかしながら、時代的に合わなくなり、制度だけが残った。それが邪魔になって

いる。そうすると、規制は減らしていくことが重要です。内閣府も、現在、規制を減らす方向

でいろいろ検討されていることは存じ上げておりますけれども、ものづくりだけで言うならば、

明らかに３つのことをやらなければいけないと思っています。基礎技術での先端性を確保する

ことと、それが売れるような仕組みのことを考えて製品化していくこと、並びにその後のライ

フサイクル全体にわたって価値を取り上げることだと思っています。 

 

【田中委員】 

 基準の規格のところですごく心配していることが二つ、三つあります。 

 一つはＩＳＯなんです。ＩＳＯがどんどん普及してきまして、これは検査を大事にしていま

すね。プロセスのコントロールじゃなくて、結果のコントロールになっていまして、これによ

って技能を軽んじるとか、途中はどうでもいいとか、下請けいじめからかして検査さえ受けれ
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ばいいとか、何せ安ければいいとか、ものづくりの根幹の思想の部分をどんどん崩しています

ので、これはＪＩＳでも何でもいいですから、日本発のＩＳＯに変わっていいよという新しい

基準をつくって、本来のやつを生かさないといけないんじゃないか。または改定版ですね。 

 

【新井委員】 

 今のご意見には反論がありますね。むしろ、そうやって規格にならないところで力をつけな

い限り競争力がないと思っています。 

 

【田中委員】 

 いや、それでいいんですけれども、そうでない経営者がいっぱいいましたよ。（笑）ＩＳＯ

の言われたとおりにやっていくんですよ。経営の放棄だと私は言っているんだけれども、これ

を通った後、それから味をつけて自分の会社のをつくっていただければいいんですけれども、

その辺が物すごく困ったことになっています。 

 まず、規格の戦略というのは国家としてやっていかなければいけないんじゃないかと思いま

す。 

 一つの例を言いますと、ハイブリッドでトヨタが名を成していますけれども、プラグインハ

イブリッドをつくりましたね。さりげなくプラグインハイブリッドって言っていますけれども、

ハイブリッドの細かい技術なんて全然なしで、要するに電気自動車にエンジンを乗っけただけ

でプラグインハイブリッドになるわけですね。だから、根本的にもう覆しているわけですね。

そういうことを日本もしっかり押さえていかなければいけない。 

 そうすると、今日本で一番進んでいるのは、前から言っていますけれども、ロボットですか

ら、ロボットに対しデファクトスタンダードをどんどん取って、国家規格とか何とかして、こ

れを取らなかったらロボット業にならないよということにして、ＩＳＯの向こう側でロボット

検証から始まって、あれをまず手始めにやって、それで先端へ走っているものは全部法律で押

さえろと。オリンピックでさんざん選手がいいのをとると全部ルールを変えられて、ひどい目

に遭っていますけれども、あの逆を日本でぜひやっていただきたいと思います。 

 

【前田座長補佐】 

 賛成。 
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【新井委員】 

 ロボットでも専門家なものですから一言だけ。我々ロボット開発者も同じことを考えました

が、現状はヨーロッパ型の安全規格が圧倒的に進んでおり、日本では自動車産業が一生懸命そ

れをサポートしている状況になっています。ロボットの規格でもっと指導力を発揮することは

悪い戦略ではないと思っております。 

 

【上野委員】 

 すみません。もう一つ。 

 先ほど先端の技術ということでお話ししました。その中の要素技術として、要するに材料の

専門の先生、それから加工技術、精密加工ですよ。それから、要するにレアメタルの溶接技術。

こういうレアメタルというのは資源外交で今物すごく問題になっているでしょう。ところが、

私ども産業界ではそれが今飯の種になっているわけですよ。だから、相談に行く先生、いない

ですよ。例えば、タンタルと異種金属の溶接をどういうふうにやったらいいですかねって言う

先生、いないですよ、相談に乗ってくださる先生。 

 こんなことで大丈夫なんですか。私ども産業界が悪戦苦闘して大手さんの開発のお手伝いを

して、それで事業化しているんですよね。正常じゃないと私は思いますよ。もうちょっと大学

も変わってもらわないと生き残れませんよ、大学だって本当に。心配ですよ、私ども。 

 

【前田座長補佐】 

 はい。共同研究をやらせていただきます。（笑） 

 大下さん、高専の話、人材育成の話を書かれたんですけれども、コメントというか、特に英

語の話が一番最後に出ていますよね。これは、例えば、スタッフ系についてでしょうか。それ

とも、現場へ行ったら、むしろ現場の人のほうが多いのかもしれないんですが、そんなニュア

ンスなんでしょうか。 

 

【大下委員】 

 これは、どっちも要ると思っているんです、語学は。大学での英語だったら、いわゆるスタ

ッフ系の人が実際に海外で話す、設計の打ち合わせなのか、交渉なのか、本当にそういう実場

面を想定したような教育が必要と思います。そういうのも訓練するような英語だったら、学生

のほうもそっちのほうが面白いんじゃないかと思いますよ。 
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 それで、高校で教えるのは、ものづくりのほうに向かおうとする生徒だったら、現場に向か

う人であれば技術協力とか、これは現場用語がやっぱりあるんですね。私も現場用語用のポイ

ント英会話辞典というのを持っているんです。そういう本が有るということは、そういうこと

もちゃんと教える人もいるということです。だから、そういう教育をやって欲しいと思います。 

 

【前田座長補佐】 

 それは、例えば、工業高校とか専門学校に、例えば教員を派遣するみたいなプロジェクトと

いうのもあり得るわけですか。 

 

【大下委員】 

 そうです。そこは文科省の方にも派遣する先生のことを考えてほしいですね。 

 

【前田座長補佐】 

 派遣する先生って、大下さんのところにいないんですか 

 新日鐵にそういう経験者いっぱいいるわけでしょう。 

 

【大下委員】 

 いや、もう人が全部、世界中を飛び回っていて、会社に残っていません。 

 あと、今のご質問と違いますが、研究者が就職先のこととかいろいろ問題あったと言われて

います。私は今は製鉄所という現場なんです。が、当社には研究所が３つありまして、鉄鋼研

究所と環境・プロセス研究開発センターというのは現場の課題を受けとめる商品系とプロセス

系の研究所で、そことの交流というのはかなり現場と深かったんです。しかし、最近、現場で

課題に突き当たると、もう一個の研究所の先端研―これはややサイエンスに近いことをやって

いる人が結構いて、そこのバイオをやっている人とか、計算化学をやっている人のところに相

談に行かせることが結構出てきてしまいました。 

要するに、そもそも鉄のつくり方というのは、高炉、転炉、製鋼、圧延という工程をいうん

ですが、それぞれの工程一つ一つを見ると、原理原則で考えたとき、工学的に製鋼工程とはこ

うだと言っている人と相談するのではなく、先端科学を研究して、分野的には違う研究やって

いるんだけれども、考え方とか、アプローチの仕方とか、そういうところで先端研の人間に相

談に行かせることがだんだん増えてきている。 
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 要するに、申し上げたい内容は、エンジニアである我々が、科学的な論文を書いている人で

こんなことをやっている人だったら相談に行きたいという人の顔が実は見えないんです。会社

の中ですら現場にいるエンジニアはかなり近い工学的アプローチを持っている研究者とはリン

ケージがとれていますが、サイエンスまでやっている人のことは知らない。まして、世の中の

大学でも、鉄鋼協会に入っている大学の人たちについては、ある程度顔は見えているんですが、

それを物理現象まで解明できるいろいろな基礎研究をやられている、サイエンティフィカルに

取り組んでいる人たちの顔は、正直言って全く見えていない。 

 一つだけ私もやってほしいとお願いしたのは分析・解析技術で、この分野では会社でも原子

レベルまで物を見ていますから、そういう分析・解析技術がやはり日本で先端的に行ってほし

い。また、それをやられている先生の顔も意外と知っているんですね。 

 ところが、製鉄のプロセスのいろいろな化学反応現象とか、物理現象について、それを科学

的に解ける先生、いろいろサイエンスに取り組んでいる人がいるのでしょうが、僕らも見えて

ないし、それを活かせてない。だから、先生方も論文の世界に行かざるを得ないというのと、

日本にとっては何か非常に損をしているなというのと、どっちが悪いのかっていうのがあるん

ですね。研究論文を発表している人たちが、サイエンスのところにしか論文を発表してない。

もうちょっと工学分野にも発表すると実は意外とおもしろいのかもしれない。 

 一回、私は鉄鋼協会の提案公募の事務局をやったときに、全国の大学に公募した。要するに、

鉄鋼とは関係ない、鉄鋼協会に入っていない大学、高専にも出してみたら、意外と理学系の先

生から提案があって採用したいなと思いました。あまりにも提案が要素技術的で、全体を網羅

していなかったので採用できなかったんですけれども、非常に中身が興味深かったということ

です。 

 だから、何かそこの仕組みができると、理学と工学の融合、それと工学と融合すれば産業と

も融合できる。お互いが何か顔を知っていないところに、非常に残念なところがあるのです。

それが就職問題にもつながっているのかなという気がします。 

 

【奥村座長】 

 今のお話と関係するんですが、つい最近聞いたイギリスの仕組みで、大学の先生はご存じか

もしれないんですけれどもね。やはり、彼らもドクターの視野の狭さを問題にしていて、ドク

ターあるいはポスドクのトレーニングセンターをつくるという事です。要するに、特定の研究

室からドクターなりポスドクを自由にする。逆に言うと、教授が縛っているんですな、ポスド
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クなりドクターを。それをフリーにするというのがキーコンセプトで、例えば、ドクターコー

スの学生を数十人集めて、そこでコミュニケーションの共通のことも教えるし、それから隣に

いるドクターが何をやっているのかも見せるというようなプログラムを始めた。 

 もう一つは、工学系のエンジニアのドクターコースの学生を、テーマを決めるときはもちろ

ん大学の先生と決めるし、進捗も大学の先生のご指導を受けるんですが、実際は、企業に派遣

して、企業でそのドクターの論文を仕上げる。大学にいるのは１年で、企業にいるのは３年と

言っていましたかね。このような話を聞きました。 

 それから、今日の話で、問題提起させて頂きたいのは、先ほどからおっしゃっている上野委

員の、先端技術はちゃんとやらないとだめよという話と、それから、藤本委員、國井委員から

流れというもの。私は、これは一種のアーキテクトだと思うのですね。そこで価値を生むとい

うアーキテクト、あるいは藤本先生の言葉でいう流れで価値をつくるというのと、それから特

定の要素技術の先端技術ですね。恐らく、両方要ると思うんですが、我々はややもすると、固

有の先端技術はそれなりにやってきて、もちろん足りませんけれどもね、ご指摘のように。そ

の流れ、あるいはアーキテクトのところ、しかもポスドクの視野の狭さということとも連関し

て、何か連立方程式でいい施策をご検討いただけると一石三鳥ぐらいかなと思っているんです

が、いかがでしょうか。 

 

【前田座長補佐】 

 おっしゃるとおりであります。 

 尾形さん、どうぞ。 

 

【尾形委員】 

 今、お話あった件ですが、三菱電機ではアメリカ、イギリス、フランスで研究所を運営して

いるんです。 

 それぞれ、いろいろな特徴がありますが今おっしゃいましたように、イギリスは三菱電機が

大学に対してお金を払って、ただし、テーマは共同で決めて、ドクターコースの学生は大学で

仕事をする。ただし、先生が指導して定期的に打ち合わせをして、相談しながらやる。それか

ら、フランスのほうは全くシステムが違いまして、大学にお金を出し、大学側には指導教官が

はっきり決まっているんですが、３年間なら３年間、もう企業に行きっ放しです。現実の指導

は全部企業がやると。それで、大学の先生がオーケーすれば卒業していくといったようなこと
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をやっていましたので、今、こういったことも工夫すれば日本でも、私、前からこういうこと

をやらないといけないと言っているんですけれども、できると思うんですよ。 

 すべて、そうしてくださいって言っているのではなくて、そういう選択肢もありますよとい

うふうにすればいいのではないかと思うのです。 

 

【前田座長補佐】 

 私の理解しているのは、東北大学のある研究科は、新日鐵と連携講座契約を結んでいて、新

日鐵の先端研の方だと思いますけれども、１人に教授に兼務辞令を出して、そこのドクターの

学生は先端研にずっといるんですよ。 

 授業料は東北大で払っているんですよ。あれはだからいいのかなと思うんですけれどもね。

（笑）だから、新日鐵はボランティアですよね、基本的に。人数は１人か、２人なんですけれ

ども、実際にそれはやられているようですね。 

 

【新井委員】 

 ドイツは、逆に、大学のほうに社会から来て、完全に共通になっています。 

 

【前田座長補佐】 

 私どもは各企業がラボを持っていて、それを融合したようなある研究グループをつくって、

ドクターも融合部分でやっています。個別のラボは日立なりＮＥＣなりがその中で企業研究者

が来て、シニアな学生はそこの企業の研究者と一緒にその場にいますので、すごくインタラク

ティブです。 

 

【奥村座長】 

 皆さん、そういう課題認識を持たれているので、各大学でそれぞれ工夫されていて、ドクタ

ーの視野の狭さとか、ポスドク問題が、いずれそういう大学の努力によって、５年間ぐらいの

間には、この問題が社会問題でなくなるという期待を持っていいですか？ 

 

【前田座長補佐】 

 それは違います。 

 我々がなぜそれができたかといいますと、先端融合ＣＯＥというプログラムに、当選したか
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らそういうファンディングはあったのでそれができたのであって、例えば、企業がトータル２

億円を持ってきてくれますけれども、我々もそれにマッチする計画を用意しないと、学生とそ

の企業が使う設備、施設はつくれないわけですから、予算的な措置は要ると思います。 

 過度に競争的だと期間が短くなってしまうので、そこはちょっと工夫が要るとは思うんです

が、金額が大きいか小さいか、いろいろあると思うのですね。文科系などは小さくてもいいで

すし、例えば藤本さんがやっているようなところというのは数千万でも十分やれる世界である

し、システム改革みたいなところは。やはり国の財政的支援というのがアンポリシーで必要だ

というふうに思います 

 それで、むしろ政策的に誘導するといったら変ですけれども。じゃないかと思いますが。 

 はい、淺田さん。 

 

【淺田委員】 

 先ほど、自分たちが知りたいことをだれが勉強しているか、だれが研究しているかわからな

いっていうのがありましたけれども、これは私の資料の中でも物理現象を未解明のところを大

学に手伝ってほしいと思ったときに、恐らく、自分を知っている先生がたまたまやっていれば

わかりますけれども、どこに相談したらいいかわからない。実際、そういう場面があります。 

 それから、産学連携でもうまくいかないのは、多分、自分が本当に知らないことをどこに相

談したらいいかというのがうまくつながってないからじゃないかと思うんです。 

 何か、すべての先生の研究をカタログ化することはできないんですかね。 

 

【前田座長補佐】 

 それはうちの総長がやりたがっていて、知識の構造化戦略とかで我々は働かされてているん

です。（笑）努力はしているんです。 

 

【淺田委員】 

 それは東大だけじゃないんです。全日本の研究者。 

 

【奥村座長】 

 そういうのをつくると、もう大体使われないんですよ。（笑） 

 私も随分長年、ＭＩＴと、カロテックとつき合っていたんですが、つき合っていて驚いたの
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は、対面の先生がすぐ電話かけて、問題によっては探してくれるんですよね。要するに、個人

的ネットワークなんですよ。お互いがネットワークを持っていて、相互利用をしているんです

よ。これが、彼らの価値を決めているんですね。 

 ですから、何かカタログとかおっしゃらずに、柔軟なネットワークで、そうすると先生方も

また結びつくじゃないですか。こういう分野は相談来たら、おれの友達のジョンに頼もうと。

これが大事ですよ。やっぱり、大学ぐらい知的なさまざまな最高の集まっているソサエティー

は世の中にないわけですよ。それが、残念なことにお互いスタンドアローンになっているわけ

で、それをやはり知恵で結びつけていただきたいと思います。 

 

【牧野内委員】 

 今のお話に関連して、どなたか大学の先生に分野を広く眺めて体系化した教科書を書いてい

ただく、というのもぜひお願いしたい。というのは、実はわたくし事になりますが、ものづく

りから突然生物科学に首を突っ込んで、書店に行って教科書を探したんですね。そうしたら、

タンパクから、細胞から、生体組織までそれぞれの分野でしっかりした教科書があるんですけ

れども、全部外国人が書いています。日本語になっているのは訳本でした。 

 

【森委員】 

 淺田委員のことに対して、公設試の宣伝をしておこうということで。 

 困ったときには、ぜひ公設試験場に訪れてください。（笑）大学よりは多分、その辺の横の

連携はすばらしいと思うのです。公設試験場というと、中小企業のお相手じゃないかというん

ですが、実は３分の１ぐらいは我々のところで言えば大企業さんが来られます。 

 技術相談というのが、実は非常に重要な我々の入り口に来ております。もうとにかく困った

とき駆け込み寺的に使ってくれと、大企業さんも含めて宣伝しています。 

 当然、我々、100％答えられるわけではございません。でも、そこに実は横の全国の公設試

の連合の全部の資料とかいろいろあります。それから、それを束ねているのは産総研です。そ

こに行けばどこかには必ずつながると思いますので、ぜひ公設試験場をよろしくご利用いただ

ければと、宣伝させていただきました。 

 

【前田座長補佐】 

 それでは、ほかの議事もありますので、これでクローズさせていただきます。 
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 座長のほうからのお願いですが、お手元資料の１－②というのがあります。「我が国の「強

み」「弱み」に対する、顕著な変化と政策の視点」という物です。今日、大分議論が沸騰しま

して、多分、先生方もまた思い出して、こんなこともあった、あんなこともあったんだと思わ

れるんじゃないかと思いますので、この「政策の視点（例）」というところにキーワードを足

していただいて、事務局に送っていただけると大変ありがたいと思います。 

 この枠そのものにも何かご注意いただく点があれば、そのようにお願いしたいと思います。 

 今日、時間が足りませんで、言い足りない先生、たくさんおられると思いますので、どうか

遠慮なく事務局にメールでたくさん送っていただければありがたいと思います。 

 本当にどうもありがとうございました。 

 次の議事ですが、革新的技術戦略について事務局から報告していただきます。 

 

【成瀬参事官】 

 それでは、配付資料２で簡単に説明させていただきます。 

 これは、今年１月に福田総理が施政方針演説で言及されまして、１月の総合科学技術会議に

おいて、経済財政諮問会議と連携しながら検討するようにということで、これがまとまったも

のです。ポイントは、世界に追随されない技術をベースに経済を豊かにするということが目標

です。 

 ４月の中間まとめを経まして、５月19日、第75回本会議においてまとまりました。 

 最初のページにありますのが、まず23の項目でございます。分類がありまして、「産業の国

際競争力強化」、「健康な社会構築」、「日本と世界の安全保障」ということで、これだけの

ものが挙がっております。 

 それから、国家基幹技術としては、ここにありますように「次世代スーパーコンピュータ」

等ありますので参照されたいと思います。 

 それで、ここでは２つだけものづくりに関係深いということで、紹介させて頂きます。 

「ＭＥＭＳ集積化技術」というのがあります。 

 ＭＥＭＳに関してはよくご存じと思いますが、現在、日本が非常に力を伸ばしている分野で

す。社会へのインパクトとしては、今後、医療分野とか環境分野、超小型の診断機、あるいは

環境物質、ウイルス等の検査に使うということです。そのために組織・体制というのもごく手

短にまとまっておりますので、ここら辺を参照いただきたいと思います。例えば、国際標準化

の推進とかＭＥＭＳについての課題等も書かれております。 
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 それから、次の「新触媒化学製造プロセス技術」。 

 これは、グリーンサステナブルケミストリーという分類になりますが、例えば、有機溶媒を

大量に使っているプロセスが水の中でもできるということで、これが排水処理等で非常に負荷

が軽減される。試算してみますと、かなり大きな廃棄物の削減効果等が達成されます。 

 それから、ほかの技術に関しては表がありますので、是非ご覧いただきたいと思います。ま

た全ての技術がこの形式でホームページに上がっておりますので、ご参照いただきたいと思い

ます。 

 以上でございます。 

 

【奥村座長】 

 補足させていただきますと、実は、本旨を添付していないのでわかりにくいかもしれません

ので、先日の19日の本会議で本旨が出ていますので、それをご覧になっていただきたいのが一

つです。 

 それから、今、２つの技術を参事官のほうからご説明申し上げました。参事官のグループの

担当がこの２つのテーマだということであって、ものづくりという点で見ますと、他の技術も

該当します。例えば、組み込みソフトウエアも入っています。逆にこういうのを眺めていただ

いて先ほどの議論を具体的に生かしていただけるとありがたいなと思います。 

 それから、これは配っておりませんが、洞爺湖サミットをにらんで、環境エネルギー革新計

画というのもご承認いただいております。これも考え方等幾つか具体的な例が出ておりますの

で、あわせてご参照いただければと思います。 

 

【前田座長補佐】 

 いずれもホームページに載っているんですね。 

 では、ＣＳＴＰのホームページを参照していただければと思います。 

 なかなか細かい革新的技術が載っているんで驚きます。かなり具体的な話です。 

 国家基幹技術、これが基幹かと思いますけれども、まあ、そうなんでしょうね。（笑）ちょ

っと疑問かもしれない。 

 今日は本当にありがとうございました。 

 

【成瀬参事官】 



 －42－

 繰り返しになりますが、本日は非常にご活発なご議論ありがとうございました。 

 次回のプロジェクトチーム会合は、また別途お知らせいたしますので、よろしくお願いしま

す。以上でございます。 

 

【奥村座長】 

 非常に重要な切り口でございますので、何としてでも固めて、早いものは、21年度予算にも

生かせるものは生かしていくようにしたいというふうに思っています。 

 目処ですけれども、次回あたりでどういうふうな格好にするのかというぐらいの取りまとめ

はやりたいと思います。エンドレスでやるわけにはいかないので、そのようなスケジュールを

考えております。したがって、次回までになお言い足りないということ、あるいはご提案があ

りましたら、積極的に事務局にお申し出いただけたらありがたいと思います。 

 どうもありがとうございました。 

  （閉会） 


